
技－１ 

 

土 木 工 事 共 通 仕 様 書 

（技 術 関 係 集） 

 

１．工事現場における保安施設等の設置基準（大阪市告示） 

２．占用工事実施基準（大阪市建設局）  

３．道路掘削跡復旧箇所における工事施工者名の表示要領（大阪市建設局）  

４．地下に埋設される物件の管理者等の明示に関する実施要領（大阪市建設局） 

５．大阪市公共基準点管理保全要綱（大阪市建設局）  

６．道路基準点保全要綱（大阪市建設局） 

７．再生資源利用〔促進〕計画書（実施書）の作成（大阪市建設局） 

８．薬液注入工施工要綱(大阪市建設局)  

＜１．～８．の参照先＞ 

大阪市トップページ＞産業・ビジネス＞入札契約情報＞各局等入札契約情報＞建設局＞入札・

契約のお知らせ＞共通仕様書のダウンロード＞工事請負共通仕様書＞工事請負共通仕様書 参

考資料＞参考資料 共通編 

 

９．道路掘削跡復旧工事施行要綱（大阪市建設局） 

＜９．の参照先＞ 

大阪市トップページ＞市政＞市政情報の公表(オープン市役所)＞要綱・要領等のオープン化＞所

属名からさがす＞建設局＞要綱＞道路掘削跡復旧工事施行要綱 

 

10．沿道家屋等の事前調査仕様書（大阪市建設局） 

11．トンネル工事における可燃性ガス対策について（大阪市建設局） 

＜10．～11．の参照先＞ 

大阪市トップページ＞産業・ビジネス＞入札契約情報＞各局等入札契約情報＞建設局＞入札・契

約のお知らせ＞工事請負共通仕様書（下水道施設土木工事編） 

 

12．水道工事に伴うガス供給施設の防護標準・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・資料１  

 

13．特定建設作業に係る届出（大阪市環境局）  

＜13．の参照先＞ 

大阪市トップページ＞産業・ビジネス＞手続き・届出＞環境の手続き＞大気汚染・騒音・振動・

悪臭などに関する規制と届出＞特定建設業に係る届出 

 

14．建設副産物適正処理推進要綱（国土交通省）  



技－２ 

 

15．土木工事安全施工技術指針（国土交通省） 

16．建設機械施工安全技術指針（国土交通省） 

17．建設工事に伴う騒音振動対策技術指針（国土交通省）  

18．土木請負工事における安全・訓練等の実施について（国土交通省）  

19．建設工事の安全対策に関する措置について（国土交通省）  

20．建設工事公衆災害防止対策要綱〔土木工事編〕（国土交通省） 

21．コンクリート中の塩化物総量規制及びアルカリ骨材反応抑制対策実施要領（国土交通省） 

22．薬液注入工法による建設工事の施工に関する暫定指針（国土交通省） 

23．薬液注入工事に係る施工管理等について（国土交通省） 

24．セメント及びセメント系固化材を使用した改良土の六価クロム溶出試験実施要領(案) 

（国土交通省）  

25．土木コンクリート構造物の品質確保について（国土交通省）  

＜14．～25．の参照先＞ 

国土交通省近畿地方整備局ホーム＞企画＞建設事業者の皆さまへ＞技術情報・共通仕様書等

＞技術管理関係＞土木請負工事必携令和６年８月 

 

26．薬液注入工法の管理について(国土交通省)  

27．薬液注入工法の管理に関する通達の運用について(国土交通省)  

＜26. ～27．の参照先＞ 

大阪市トップページ＞産業・ビジネス＞入札契約情報＞＞各局等入札契約情報＞建設局＞入

札・契約のお知らせ＞工事請負共通仕様書（共通） 

 

28．建設産業における生産システム合理化指針について（国土交通省）  

＜28．の参照先＞ 

国土交通省ホーム＞政策・仕事＞土地・不動産・建設業＞建設産業・不動産業＞建設業＞建

設業法令遵守＞関係通達等 

 

29．監理技術者制度運用マニュアル（国土交通省）  

＜29．の参照先＞ 

国土交通省ホーム＞政策・仕事＞土地・不動産・建設業＞建設産業・不動産業＞建設業＞ガ

イドライン・マニュアル 

 

30．情報化施工技術の使用原則化について（国土交通省）  

31．ＴＳを用いた出来形管理要領（土工編）（舗装工事編）（国土交通省） 

＜30．～31．の参照先＞ 

国土交通省ホーム＞政策・仕事＞技術調査＞建設施工・建設機械＞情報化施工 



技－３ 

 

 

32．土木工事写真管理基準(案)  

＜32．の参照先＞ 

国土交通省近畿地方整備局ホーム＞企画＞建設事業者の皆さまへ＞技術情報・共通仕様書等

＞技術管理関係＞土木工事写真管理基準(案) 

 

33．大阪府内において交通誘導警備業務の検定合格警備員の配置が必要な路線(大阪府公安委員会) 

＜33．の参照先＞ 

大阪府警察ホーム＞手続き・申請＞許認可関係（警察署での申請・届出の受付時間を変更し

ます）＞警備業＞警備業法関係の手続き、講習等＞交通誘導警備業務における検定合格警備

員を配置すべき一般道路の認定の見直しについて 

 

34．消火栓用円形鉄蓋設置手順書(参考)・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・資料２ 

 

 

 

 


